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Ⅰ．【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

本日、半期報告書を提出いたしましたので、平成29年10月17日付で提出した有価証券届出書（以下「原届

出書」といいます。）の関係情報を新たな情報に訂正するため、また記載事項の一部訂正を行うため、訂正

届出書を提出いたします。

 

 

Ⅱ．【訂正の内容】

 
第二部【ファンド情報】
第１【ファンドの状況】
１【ファンドの性格】

（３）ファンドの仕組み

（ハ）委託会社の概況

＜訂正前＞

①　資本金　2,218百万円（平成29年８月末現在）

（略）

⑤　大株主の状況（平成29年８月末現在）

（以下略）

 

＜訂正後＞

①　資本金　2,218百万円（平成30年２月末現在）

（略）

⑤　大株主の状況（平成30年２月末現在）

（以下略）

 

 

２【投資方針】

（１）投資方針

（ロ）投資態度

＜訂正前＞

（略）

 

（ａ）リサーチ

●　企業取材を重視

日本株式グロース戦略では、ポートフォリオ・マネジャー自身が業種をまたいで企業取材を行い、マ

ザーファンドの運用に反映させています。平成28年の企業取材件数実績は、合計延べ約2,000件＊になり

ます。

＊　日本株式グロース戦略運用担当である各地域のポートフォリオ・マネジャーによる日本の株式についての大型株式

を含む企業取材件数の合計です。

（以下略）

 

＜訂正後＞

（略）

 

（ａ）リサーチ

●　企業取材を重視

日本株式グロース戦略では、ポートフォリオ・マネジャー自身が業種をまたいで企業取材を行い、マ

ザーファンドの運用に反映させています。平成29年の企業取材件数実績は、合計延べ約2,000件＊になり

ます。
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＊　日本株式グロース戦略運用担当である各地域のポートフォリオ・マネジャーによる日本の株式についての大型株式

を含む企業取材件数の合計です。

（以下略）

 

 

（３）運用体制

＜訂正前＞

・　当ファンドの主要投資先であるマザーファンドにかかる、委託会社における運用体制は以下のとおり

です。

①　（略）

②　株式運用本部の株式運用部には10名のポートフォリオ・マネジャーが所属しています。株式運用部

内で開催される運用に関わる諸会議にて、銘柄評価、資産配分、投資政策等、運用の基本方針を策定

します。

（略）
 

（注）前記の運用体制、組織名称等は、平成29年６月末現在のものであり、今後変更となる場合があります。

 
（以下略）

 

＜訂正後＞

・　当ファンドの主要投資先であるマザーファンドにかかる、委託会社における運用体制は以下のとおり

です。

①　（略）

②　株式運用本部の株式運用部には12名のポートフォリオ・マネジャーが所属しています。株式運用部

内で開催される運用に関わる諸会議にて、銘柄評価、資産配分、投資政策等、運用の基本方針を策定

します。

（略）
 

（注）前記の運用体制、組織名称等は、平成29年12月末現在のものであり、今後変更となる場合があります。

 
（以下略）

 

 

（５）投資制限

＜訂正前＞

（イ）信託約款は、委託会社による当ファンドの運用に関して以下のような一定の制限および限度を定めて

います。

　（略）

②　外貨建資産への投資制限

　　委託会社は、信託財産に属する外貨建資産（外国通貨表示の有価証券（以下「外貨建有価証券」とい

います。）、預金その他の資産をいいます。以下同じ。）の時価総額とマザーファンドの信託財産に属

する外貨建資産のうち信託財産に属するとみなした額（信託財産に属するマザーファンドの時価総額に

マザーファンドの信託財産の純資産総額（マザーファンド信託約款第７条に規定するものをいいます。

以下④、⑥、⑦、⑧および⑩において同じ。）に占める外貨建資産の時価総額の割合を乗じて得た額を

いいます。）との合計額が、信託財産の純資産総額（信託約款第８条第２項に規定するものをいいま

す。以下④、⑦、⑧、⑬および⑮において同じ。）の100分の30を超えることとなる投資の指図をしま

せん。ただし、有価証券の値上り等により100分の30を超えることとなった場合には、速やかにこれを

調整します。

　　外貨建有価証券への投資については、わが国の国際収支上の理由等により特に必要と認められる場合

には、制約されることがあります。

（略）

⑮　デリバティブ取引等の市場リスク量の管理
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（略）

 

（参考）マザーファンドの投資制限

（略）

②　外貨建資産への投資制限

　　委託会社は、信託財産に属する外貨建資産の時価総額が、信託財産の純資産総額（マザーファンド信

託約款第７条に規定するものをいいます。以下④、⑦、⑧および⑭において同じ。）の100分の30を超

えることとなる投資の指図をしません。ただし、有価証券の値上り等により100分の30を超えることと

なった場合には、速やかにこれを調整します。

　　外貨建有価証券への投資については、わが国の国際収支上の理由等により特に必要と認められる場合

には、制約されることがあります。

（略）

⑭　デリバティブ取引等の市場リスク量の管理

（略）
 

（ロ）投資信託及び投資法人に関する法律ならびに金融商品取引業等に関する内閣府令には以下のような投

資制限があります。（マザーファンドにも同様の投資制限があります。）

①、②　（略）

 

＜訂正後＞

（イ）信託約款は、委託会社による当ファンドの運用に関して以下のような一定の制限および限度を定めて

います。

（略）

②　外貨建資産への投資制限

　　委託会社は、信託財産に属する外貨建資産（外国通貨表示の有価証券（以下「外貨建有価証券」とい

います。）、預金その他の資産をいいます。以下同じ。）の時価総額とマザーファンドの信託財産に属

する外貨建資産のうち信託財産に属するとみなした額（信託財産に属するマザーファンドの時価総額に

マザーファンドの信託財産の純資産総額（マザーファンド信託約款第７条に規定するものをいいます。

以下④、⑥、⑦、⑧および⑩において同じ。）に占める外貨建資産の時価総額の割合を乗じて得た額を

いいます。）との合計額が、信託財産の純資産総額（信託約款第８条第２項に規定するものをいいま

す。以下④、⑦、⑧、⑬、⑮および⑯において同じ。）の100分の30を超えることとなる投資の指図を

しません。ただし、有価証券の値上り等により100分の30を超えることとなった場合には、速やかにこ

れを調整します。

　　外貨建有価証券への投資については、わが国の国際収支上の理由等により特に必要と認められる場合

には、制約されることがあります。

（略）

⑮　デリバティブ取引等の市場リスク量の管理

（略）

⑯　分散投資規制の管理

一般社団法人投資信託協会規則に定める、一の者に対する「株式等エクスポージャー」、「債券等エ

クスポージャー」および「デリバティブ等エクスポージャー」それぞれの信託財産の純資産総額に対す

る比率は、原則として、それぞれで10％、合計で20％を超えないものとし、当該比率を超えることと

なった場合には、委託会社は、一般社団法人投資信託協会規則にしたがい当該比率以内となるよう調整

するものとします。

 

（参考）マザーファンドの投資制限

（略）

②　外貨建資産への投資制限

　　委託会社は、信託財産に属する外貨建資産の時価総額が、信託財産の純資産総額（マザーファンド信

託約款第７条に規定するものをいいます。以下④、⑦、⑧、⑭および⑮において同じ。）の100分の30

を超えることとなる投資の指図をしません。ただし、有価証券の値上り等により100分の30を超えるこ

ととなった場合には、速やかにこれを調整します。
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　　外貨建有価証券への投資については、わが国の国際収支上の理由等により特に必要と認められる場合

には、制約されることがあります。

（略）

⑭　デリバティブ取引等の市場リスク量の管理

（略）

⑮　分散投資規制の管理

一般社団法人投資信託協会規則に定める、一の者に対する「株式等エクスポージャー」、「債券等エ

クスポージャー」および「デリバティブ等エクスポージャー」それぞれの信託財産の純資産総額に対す

る比率は、原則として、それぞれで10％、合計で20％を超えないものとし、当該比率を超えることと

なった場合には、委託会社は、一般社団法人投資信託協会規則にしたがい当該比率以内となるよう調整

するものとします。

 

（ロ）投資信託及び投資法人に関する法律ならびに金融商品取引業等に関する内閣府令には以下のような投

資制限があります。（マザーファンドにも同様の投資制限があります。）

①、②　（略）

③　一般社団法人投資信託協会規則に定める、一の者に対する「株式等エクスポージャー」、「債券等エ

クスポージャー」および「デリバティブ等エクスポージャー」それぞれの当ファンドの純資産総額に対

する比率は、原則として、それぞれで10％、合計で20％を超えないものとし、当該比率を超えることと

なった場合には、委託会社は、一般社団法人投資信託協会規則にしたがい当該比率以内となるよう調整

するものとします。

 

 

３【投資リスク】

（１）リスク要因

原届出書の「第二部ファンド情報　第１ファンドの状況　３投資リスク　（１）リスク要因」の末尾の

参考情報について、以下の内容に更新・訂正されます。

 

＜更新・訂正後＞
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（２）投資リスクに関する管理体制

＜訂正前＞

（略）
(平成29年６月末現在)

（以下略）
 
＜訂正後＞
（略）
(平成29年12月末現在)

（以下略）
 
 
４【手数料等及び税金】

（５）課税上の取扱い

＜訂正前＞

日本の居住者（法人を含みます。）である受益者に対する課税については、以下のような取扱いとなり

ます。

　　なお、税法が改正された場合には、以下の内容が変更になることがあります。以下の税制は平成29年８

月末現在適用されるものです。

（以下略）

 

＜訂正後＞

日本の居住者（法人を含みます。）である受益者に対する課税については、以下のような取扱いとなり

ます。

　　なお、税法が改正された場合には、以下の内容が変更になることがあります。以下の税制は平成30年２

月末現在適用されるものです。

（以下略）

 

 

５【運用状況】

原届出書の「第二部ファンド情報　第１ファンドの状況　５運用状況」について、以下の内容に更新・

訂正されます。

 
＜更新・訂正後＞

（１）投資状況

  （平成30年２月20日現在）

資産の種類 国／地域 時価合計（円） 投資比率(％)

親投資信託受益証券 日本 1,616,519,168 100.15

現金・預金・その他の資産(負債控除後) － △2,462,521 △0.15

合計(純資産総額)  1,614,056,647 100.00

　（注）投資比率とは、当ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。投資比率は四捨五入です。
親投資信託は、全て「ＧＩＭ中小型株・アクティブ・オープン・マザーファンド」です（以下同じ）。

 

（参考）ＧＩＭ中小型株・アクティブ・オープン・マザーファンド

  （平成30年２月20日現在）

資産の種類 国／地域 時価合計（円） 投資比率(％)

株式 日本 6,941,890,780 95.03

投資証券 日本 48,755,700 0.67

現金・預金・その他の資産(負債控除後) － 314,558,867 4.31
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合計(純資産総額)  7,305,205,347 100.00

　（注）投資比率とは、マザーファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。投資比率は四捨五入です。

 

（２）投資資産

①　投資有価証券の主要銘柄

      （平成30年２月20日現在）

順
位
国／
地域

種類 銘柄名 口数
帳簿価額
単価
(円)

帳簿価額
金額
(円)

評価額
単価
(円)

評価額
金額
(円)

投資
比率
(％)

1 日本
親投資信託受

益証券

ＧＩＭ中小型株・アクティブ・オープ

ン・マザーファンド
772,271,722 1.7788 1,373,793,594 2.0932 1,616,519,168 100.15

 

（参考）ＧＩＭ中小型株・アクティブ・オープン・マザーファンド

       （平成30年２月20日現在）

順位
国／
地域

種類 銘柄名 業種 株式数
帳簿価額
単価
(円)

帳簿価額
金額
(円)

評価額
単価
(円)

評価額
金額
(円)

投資
比率
(％)

1 日本 株式 朝日インテック 精密機器 57,700 2,931.17 169,128,919 4,075.00 235,127,500 3.22

2 日本 株式 りそなホールディングス 銀行業 318,700 594.25 189,387,995 625.90 199,474,330 2.73

3 日本 株式 ベネフィット・ワン サービス業 70,000 2,175.63 152,294,504 2,743.00 192,010,000 2.63

4 日本 株式 三菱ＵＦＪリース その他金融業 273,100 633.30 172,954,962 677.00 184,888,700 2.53

5 日本 株式 ペプチドリーム 医薬品 35,800 3,574.63 127,972,053 4,675.00 167,365,000 2.29

6 日本 株式 ミスミグループ本社 卸売業 50,100 2,885.16 144,546,947 3,150.00 157,815,000 2.16

7 日本 株式 太平洋セメント ガラス・土石製品 38,000 4,484.70 170,418,923 4,010.00 152,380,000 2.09

8 日本 株式 パーソルホールディングス サービス業 52,600 2,283.27 120,100,044 2,775.00 145,965,000 2.00

9 日本 株式 エス・エム・エス サービス業 32,500 3,530.89 114,754,089 4,415.00 143,487,500 1.96

10 日本 株式 三和ホールディングス 金属製品 95,200 1,297.91 123,561,214 1,480.00 140,896,000 1.93

11 日本 株式 ドンキホーテホールディングス 小売業 23,600 4,336.76 102,347,623 5,910.00 139,476,000 1.91

12 日本 株式 イリソ電子工業 電気機器 19,400 5,971.03 115,838,080 6,800.00 131,920,000 1.81

13 日本 株式 ＲＳ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ 金属製品 19,200 4,022.69 77,235,782 6,830.00 131,136,000 1.80

14 日本 株式 アトラエ サービス業 9,900 8,160.00 80,784,000 13,190.00 130,581,000 1.79

15 日本 株式 ＳＵＭＣＯ 金属製品 45,700 1,607.31 73,454,500 2,832.00 129,422,400 1.77

16 日本 株式 クレハ 化学 16,800 6,458.53 108,503,424 7,540.00 126,672,000 1.73

17 日本 株式 ディスコ 機械 4,700 21,033.09 98,855,523 23,800.00 111,860,000 1.53

18 日本 株式 トプコン 精密機器 46,400 1,949.47 90,455,651 2,372.00 110,060,800 1.51

19 日本 株式 エムスリー サービス業 24,800 2,947.05 73,086,860 4,410.00 109,368,000 1.50

20 日本 株式 西松建設 建設業 38,200 2,987.77 114,133,025 2,751.00 105,088,200 1.44

21 日本 株式 三浦工業 機械 35,000 2,550.13 89,254,714 2,995.00 104,825,000 1.43

22 日本 株式 ＳＣＲＥＥＮホールディングス 電気機器 10,900 7,356.49 80,185,754 9,580.00 104,422,000 1.43

23 日本 株式 日本電産 電気機器 6,400 12,835.00 82,144,000 16,255.00 104,032,000 1.42

24 日本 株式 ニフコ 化学 13,300 6,666.15 88,659,833 7,510.00 99,883,000 1.37

25 日本 株式 フジシールインターナショナル その他製品 28,200 3,370.56 95,050,033 3,540.00 99,828,000 1.37

26 日本 株式 三井化学 化学 30,100 3,290.82 99,053,884 3,290.00 99,029,000 1.36

27 日本 株式 タダノ 機械 58,000 1,582.11 91,762,730 1,699.00 98,542,000 1.35

28 日本 株式 サイバーエージェント サービス業 20,600 3,375.69 69,539,218 4,510.00 92,906,000 1.27

29 日本 株式 島津製作所 精密機器 33,600 2,120.95 71,264,224 2,670.00 89,712,000 1.23

30 日本 株式 コーセー 化学 4,300 17,192.40 73,927,348 20,650.00 88,795,000 1.22

 

種類別および業種別投資比率

 （平成30年２月20日現在）

種類 投資比率（％）
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親投資信託受益証券 100.15

 

（参考）ＧＩＭ中小型株・アクティブ・オープン・マザーファンド

（平成30年２月20日現在）

種類 国内／外国 業種 投資比率（％）

株式 国内 建設業 2.90

  化学 12.97

  医薬品 5.69

  ガラス・土石製品 2.09

  鉄鋼 0.99

  非鉄金属 0.74

  金属製品 6.48

  機械 9.31

  電気機器 6.07

  輸送用機器 0.98

  精密機器 5.95

  その他製品 1.73

  情報・通信業 3.98

  卸売業 3.32

  小売業 7.45

  銀行業 3.53

  保険業 0.31

  その他金融業 3.42

  不動産業 1.58

  サービス業 15.54

小計   95.03

投資証券  － 0.67

 

②　投資不動産物件

該当事項はありません。

 

③　その他投資資産の主要なもの

該当事項はありません。
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（３）運用実績

①　純資産の推移

平成30年２月20日および同日前１年以内における各月末ならびに下記計算期間末の純資産の推移は次

の通りです。

期 年月日

純資産総額

（百万円）

（分配落）

純資産総額

（百万円）

（分配付）

１口当たり

純資産額

（円）

（分配落）

１口当たり

純資産額

（円）

（分配付）

８期 (平成20年７月15日) 390 390 0.7730 0.7730

９期 (平成21年７月15日) 356 356 0.5306 0.5306

10期 (平成22年７月15日) 390 390 0.5193 0.5193

11期 (平成23年７月15日) 474 474 0.5641 0.5641

12期 (平成24年７月17日) 452 452 0.4879 0.4879

13期 (平成25年７月16日) 911 911 0.9196 0.9196

14期 (平成26年７月15日) 973 973 0.9912 0.9912

15期 (平成27年７月15日) 1,192 1,192 1.3152 1.3152

16期 (平成28年７月15日) 1,108 1,108 1.1825 1.1825

17期 (平成29年７月18日) 1,264 1,264 1.4254 1.4254

 平成29年２月末日 1,154 － 1.2694 －

 平成29年３月末日 1,149 － 1.2734 －

 平成29年４月末日 1,178 － 1.3025 －

 平成29年５月末日 1,245 － 1.3837 －

 平成29年６月末日 1,248 － 1.4102 －

 平成29年７月末日 1,280 － 1.4392 －

 平成29年８月末日 1,295 － 1.4580 －

 平成29年９月末日 1,353 － 1.5287 －

 平成29年10月末日 1,433 － 1.6141 －

 平成29年11月末日 1,497 － 1.6731 －

 平成29年12月末日 1,572 － 1.7281 －

 平成30年１月末日 1,655 － 1.7760 －

 平成30年２月20日 1,614 － 1.7091 －

 

②　分配の推移

期 １口当たり分配金（円）

８期 0.0000

９期 0.0000

10期 0.0000

11期 0.0000

12期 0.0000

13期 0.0000

14期 0.0000

15期 0.0000

16期 0.0000

17期 0.0000
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18期（中間期） 0.0000

 

③　収益率の推移

期 収益率（％）

８期 △42.4

９期 △31.4

10期 △2.1

11期 8.6

12期 △13.5

13期 88.5

14期 7.8

15期 32.7

16期 △10.1

17期 20.5

18期（中間期） 25.6

　（注）収益率とは計算期間末の基準価額（分配付）から当該計算期間の直前の計算期間末の基準価額（分配落）（以下「前
期末基準価額」といいます。）を控除した額を前期末基準価額で除したものです。

 

（４）設定及び解約の実績

下記計算期間中の設定および解約の実績ならびに当該計算期間末の残存口数は次の通りです。

期 設定口数（口） 解約口数（口） 残存口数（口）

８期 186,992,540 80,415,828 504,601,281

９期 271,278,038 103,981,272 671,898,047

10期 216,477,944 136,981,390 751,394,601

11期 226,043,666 136,883,932 840,554,335

12期 214,611,141 128,631,674 926,533,802

13期 343,410,784 279,253,153 990,691,433

14期 253,937,969 262,370,760 982,258,642

15期 249,611,458 325,052,757 906,817,343

16期 210,543,599 179,540,249 937,820,693

17期 160,499,447 211,198,718 887,121,422

18期（中間期） 153,250,289 112,335,969 928,035,742

　（注）設定口数、解約口数は、全て本邦内におけるものです。
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<参考情報>

最新の運用実績は、委託会社ホームページ（http://www.jpmorganasset.co.jp/）、または販売会社でご確認いただけます。

過去の実績を示したものであり、将来の成果を示唆・保証するものではありません。

 
基準日 2018年２月20日 設定日 2000年７月31日

純資産総額 16億円 決算回数 年１回

基準価額・純資産の推移  分配の推移
  期 年月 円

 13期 2013年７月 0

 14期 2014年７月 0

 15期 2015年７月 0

 16期 2016年７月 0

 17期 2017年７月 0

  設定来累計 0

 
 
 
 
 

 

＊分配金は税引前1万口当たりの金額です。

 
＊基準価額は、1万口当たり、信託報酬控除後です。

  

 

組入上位銘柄  業種別構成状況

 業種 投資比率※

 サービス業 15.6%

 化学 13.0%

 機械 9.3%

 小売業 7.5%

 金属製品 6.5%

 その他 43.3%

 
＊上記比率にファンドで保有する投資信託証券
は含んでいません。

 

年間収益率の推移

＊年間収益率（％）＝（年末営業日の基準価額÷前年末営業日の基準価額－1）×100
＊2018年の年間収益率は前年末営業日から2018年2月20日までのものです。
＊投資信託証券とは、投資信託もしくは外国投資信託の受益証券、投資証券、または外国投資証券の総称です。
＊当ページにおける「ファンド」は、ＪＰＭ日本中小型株ファンドです。

運用実績において、金額は表示単位以下を切捨て、投資比率および収益率は表示単位以下を四捨五入して記載しています。

※ファンドはマザーファンドを通じて投資を行うため、マザーファンドの投資銘柄をファンドが直接保有しているものとみなし、ファンドの純
資産総額に対する投資比率として計算しています。
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第３【ファンドの経理状況】

 

＜訂正前＞

１．当ファンドの財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省

令第59号）ならびに同規則第２条の２の規定により、「投資信託財産の計算に関する規則」（平成12年

総理府令第133号）に基づき作成しております。

　なお、財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

 

２．当ファンドは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第17期計算期間（平成28年７月16

日から平成29年７月18日まで）の財務諸表について、ＰｗＣあらた有限責任監査法人による監査を受け

ております。

 

＜訂正後＞

１．当ファンドの財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省

令第59号）ならびに同規則第２条の２の規定により、「投資信託財産の計算に関する規則」（平成12年

総理府令第133号）に基づき作成しております。

　　また、当ファンドの中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（昭和52年大蔵省令第38号）ならびに同規則第38条の３および第57条の２の規定により、「投資信託財

産の計算に関する規則」（平成12年総理府令第133号）に基づき作成しております。

　なお、財務諸表および中間財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

 

２．当ファンドは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第17期計算期間（平成28年７月16

日から平成29年７月18日まで）の財務諸表について、ＰｗＣあらた有限責任監査法人による監査を受け

ております。

　　また、当ファンドは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間計算期間（平成29年

７月19日から平成30年１月18日まで）の中間財務諸表について、ＰｗＣあらた有限責任監査法人による

中間監査を受けております。

 

 

原届出書の「第二部ファンド情報　第３ファンドの経理状況　１財務諸表」について、以下の中間財務諸

表に関する事項が追加されます。

 

＜追加＞
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中間財務諸表

【ＪＰＭ日本中小型株ファンド】

（１）【中間貸借対照表】

  （単位：円）

 前計算期間末
(平成29年７月18日現在)

当中間計算期間末
(平成30年１月18日現在)

資産の部   
流動資産   
親投資信託受益証券 1,274,555,773 1,673,695,664

未収入金 467,387 3,922,698

流動資産合計 1,275,023,160 1,677,618,362

資産合計 1,275,023,160 1,677,618,362

負債の部   
流動負債   
未払解約金 467,387 3,922,698

未払受託者報酬 646,562 766,346

未払委託者報酬 9,245,730 10,958,752

その他未払費用 129,255 153,209

流動負債合計 10,488,934 15,801,005

負債合計 10,488,934 15,801,005

純資産の部   
元本等   
元本 ※１ 887,121,422 ※１ 928,035,742

剰余金   
中間剰余金又は中間欠損金（△） 377,412,804 733,781,615

（分配準備積立金） 386,667,803 340,846,837

元本等合計 1,264,534,226 1,661,817,357

純資産合計 1,264,534,226 1,661,817,357

負債純資産合計 1,275,023,160 1,677,618,362
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（２）【中間損益及び剰余金計算書】

  （単位：円）

 
前中間計算期間

(自　平成28年７月16日
　至　平成29年１月15日)

当中間計算期間
(自　平成29年７月19日
　至　平成30年１月18日)

営業収益   
有価証券売買等損益 86,416,115 337,988,464

営業収益合計 86,416,115 337,988,464

営業費用   
受託者報酬 608,114 766,346

委託者報酬 8,696,000 10,958,752

その他費用 121,561 153,209

営業費用合計 9,425,675 11,878,307

営業利益又は営業損失（△） 76,990,440 326,110,157

経常利益又は経常損失（△） 76,990,440 326,110,157

中間純利益又は中間純損失（△） 76,990,440 326,110,157

一部解約に伴う中間純利益金額の分配額又は一部解

約に伴う中間純損失金額の分配額（△）
2,375,789 16,343,154

期首剰余金又は期首欠損金（△） 171,168,764 377,412,804

剰余金増加額又は欠損金減少額 11,114,094 95,184,540

中間追加信託に伴う剰余金増加額又は欠損金減少

額
11,114,094 95,184,540

剰余金減少額又は欠損金増加額 15,572,656 48,582,732

中間一部解約に伴う剰余金減少額又は欠損金増加

額
15,572,656 48,582,732

分配金 － －

中間剰余金又は中間欠損金（△） 241,324,853 733,781,615
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（３）【中間注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

 当中間財務諸表対象期間

１．有価証券の評価

基準および評価

方法

親投資信託受益証券

　移動平均法に基づき、親投資信託受益証券の基準価額で評価しておりま

す。

２．その他中間財務

諸表作成のため

の基本となる重

要な事項

中間計算期間末日の取扱い

　平成29年７月15日、平成29年７月16日および平成29年７月17日が休日の

ため、信託約款第42条により、前計算期間末日を平成29年７月18日として

おり、当中間計算期間末日を平成30年１月18日としております。

 

（中間貸借対照表に関する注記）

区分
前計算期間末

(平成29年７月18日現在)

当中間計算期間末

(平成30年１月18日現在)

※１期首元本額 937,820,693円 887,121,422円

期中追加設定元本額 160,499,447円 153,250,289円

期中一部解約元本額 211,198,718円 112,335,969円

受益権の総数 887,121,422口 928,035,742口

１口当たりの純資産額 1.4254円 1.7907円

(１万口当たりの純資産額) (14,254円) (17,907円)

 

（中間損益及び剰余金計算書に関する注記）

該当事項はありません。

 

（金融商品に関する注記）

金融商品の時価等に関する事項

 前計算期間末または当中間計算期間末

１．中間貸借対照表計上額、

時価およびその差額

　中間貸借対照表計上額は前計算期間末または当中間計算期間末

の時価で計上しているため、その差額はありません。

２．時価の算定方法 (1)有価証券

　「重要な会計方針に係る事項に関する注記」に記載しており

ます。

(2)有価証券以外の金融商品

　有価証券以外の金融商品は、短期間で決済され、時価は帳簿

価額と近似していることから、当該金融商品の帳簿価額を時価

としております。

３．金融商品の時価等に関す

る事項についての補足説

明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格

がない場合には合理的に算定された価額が含まれております。当

該価額の算定においては、一定の前提条件等を採用しているた

め、異なる前提条件によった場合、当該価額が異なることもあり

ます。

 

（デリバティブ取引等に関する注記）

該当事項はありません。
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（参考）

当ファンドは「ＧＩＭ中小型株・アクティブ・オープン・マザーファンド」受益証券を主要投資対象と

しており、中間貸借対照表の資産の部に計上された「親投資信託受益証券」は、全て同親投資信託の受益

証券であります。

尚、同親投資信託の状況は以下の通りであります。

 

「ＧＩＭ中小型株・アクティブ・オープン・マザーファンド」の状況

尚、以下に記載した情報は監査の対象外であります。

 

（１）貸借対照表

   （単位：円）

区分
注記

番号

(平成29年７月18日現在) (平成30年１月18日現在)

金額 金額

資産の部    

流動資産    

コール・ローン  30,930,167 161,392,604

株式  6,208,273,000 7,366,385,200

投資証券  51,393,500 50,892,800

未収配当金  5,818,850 8,725,696

流動資産合計  6,296,415,517 7,587,396,300

資産合計  6,296,415,517 7,587,396,300

負債の部    

流動負債    

未払金  － 13,117,756

未払解約金  11,606,346 33,543,059

未払利息  67 397

流動負債合計  11,606,413 46,661,212

負債合計  11,606,413 46,661,212

純資産の部    

元本等    

元本 ※１ 3,632,332,824 3,443,798,983

剰余金    

剰余金又は欠損金（△）  2,652,476,280 4,096,936,105

元本等合計  6,284,809,104 7,540,735,088

純資産合計  6,284,809,104 7,540,735,088

負債純資産合計  6,296,415,517 7,587,396,300

（注）「ＧＩＭ中小型株・アクティブ・オープン・マザーファンド」の計算期間は、毎年９月11日から翌年９月10日まで（計

算期間終了日が休業日の場合は、その翌営業日まで）であり、当ファンドの計算期間と異なります。

 

EDINET提出書類

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社(E06264)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

17/34



（２）注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

 当財務諸表対象期間

有価証券の評価基準

および評価方法

株式および投資証券

　移動平均法に基づき、以下のとおり原則として時価で評価しておりま

す。

 (1)金融商品取引所等に上場されている有価証券

　金融商品取引所等に上場されている有価証券は、原則として金融商品

取引所等における最終相場（外貨建証券の場合は知りうる直近の最終相

場）で評価しております。

　当該金融商品取引所等の最終相場がない場合には、当該金融商品取引

所等における直近の日の最終相場で評価しておりますが、直近の日の最

終相場によることが適当でないと認められた場合は、当該金融商品取引

所等における気配相場で評価しております。

 (2)金融商品取引所等に上場されていない有価証券

　当該有価証券については、原則として、日本証券業協会発表の売買参

考統計値（平均値）、金融機関の提示する価額（ただし、売気配相場は

使用しない）又は価格提供会社の提供する価額のいずれかから入手した

価額で評価しております。

 (3)時価が入手できなかった有価証券

　適正な評価額を入手できなかった場合又は入手した評価額が時価と認

定できない事由が認められた場合は、委託会社が忠実義務に基づいて合

理的事由をもって時価と認めた価額もしくは受託者と協議のうえ両者が

合理的事由をもって時価と認めた価額で評価しております。

 

（貸借対照表に関する注記）

区分 (平成29年７月18日現在) (平成30年１月18日現在)

※１期首元本額 5,071,237,117円 3,632,332,824円

期中追加設定元本額 678,641,306円 563,908,845円

期中解約元本額 2,117,545,599円 752,442,686円

元本の内訳（注）   

ＪＰＭ中小型株・アクティブ・オープ

ン
2,873,022,475円 2,657,713,222円

ＪＰＭ日本中小型株ファンド 736,652,279円 764,349,301円

ＪＰＭ中小型株・アクティブ・ポート

フォリオ
22,658,070円 21,736,460円

合　計 3,632,332,824円 3,443,798,983円

受益権の総数 3,632,332,824口 3,443,798,983口

１口当たりの純資産額 1.7302円 2.1897円

(１万口当たりの純資産額) (17,302円) (21,897円)

（注）当該親投資信託受益証券を投資対象とする証券投資信託ごとの元本額

 

（金融商品に関する注記）

金融商品の時価等に関する事項

 各期間末

１．貸借対照表計上額、時価

およびその差額

　貸借対照表計上額は期末の時価で計上しているため、その差額

はありません。
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２．時価の算定方法 (1)有価証券

　「重要な会計方針に係る事項に関する注記」に記載しており

ます。

(2)有価証券以外の金融商品

　有価証券以外の金融商品は、短期間で決済され、時価は帳簿

価額と近似していることから、当該金融商品の帳簿価額を時価

としております。

３．金融商品の時価等に関す

る事項についての補足説

明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格

がない場合には合理的に算定された価額が含まれております。当

該価額の算定においては、一定の前提条件等を採用しているた

め、異なる前提条件によった場合、当該価額が異なることもあり

ます。

 

（デリバティブ取引等に関する注記）

該当事項はありません。

 

 

２【ファンドの現況】

原届出書の「第二部ファンド情報　第３ファンドの経理状況　２ファンドの現況」について、以下の内

容に更新・訂正されます。

 
＜更新・訂正後＞

 
【純資産額計算書】

  （平成30年２月20日現在）

 種類 金額 単位

 Ⅰ　資産総額 1,616,585,009 円

 Ⅱ　負債総額 2,528,362 円

 Ⅲ　純資産総額(Ⅰ－Ⅱ) 1,614,056,647 円

 Ⅳ　発行済口数 944,368,298 口

 Ⅴ　１口当たり純資産額(Ⅲ／Ⅳ) 1.7091 円

 

（参考）ＧＩＭ中小型株・アクティブ・オープン・マザーファンド

  （平成30年２月20日現在）

 種類 金額 単位

 Ⅰ　資産総額 7,376,110,874 円

 Ⅱ　負債総額 70,905,527 円

 Ⅲ　純資産総額(Ⅰ－Ⅱ) 7,305,205,347 円

 Ⅳ　発行済口数 3,490,009,206 口

 Ⅴ　１口当たり純資産額(Ⅲ／Ⅳ) 2.0932 円
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第三部【委託会社等の情報】
第１【委託会社等の概況】
１【委託会社等の概況】

＜訂正前＞

①　資本金の額（平成29年８月末現在）

（略）

 

②　（略）

 

③　投資運用の意思決定機構

（イ）、（ロ）（略）

（ハ）前記（イ）および（ロ）以外に為替ヘッジを行う場合は、クライアント・ビジネス本部のグローバ

ル運用商品部およびグローバル債券商品部が為替ヘッジのための投資判断を行い、債券運用部が取引

を執行します。

 

（注）前記（イ）、（ロ）および（ハ）の意思決定機構、組織名称等は、平成29年８月末現在のものであり、今後変更となる

場合があります。

 

＜訂正後＞

①　資本金の額（平成30年２月末現在）

（略）

 

②　（略）

 

③　投資運用の意思決定機構

（イ）、（ロ）（略）

（ハ）前記（イ）および（ロ）以外に為替ヘッジを行う場合は、クライアント・ビジネス本部のグローバ

ル運用商品部およびグローバル債券商品部が為替ヘッジのための投資判断を行います。

 

（注）前記（イ）、（ロ）および（ハ）の意思決定機構、組織名称等は、平成30年２月末現在のものであり、今後変更となる

場合があります。

 
 
２【事業の内容及び営業の概況】
 
届出書の「第三部委託会社等の情報　第１委託会社等の概況　２事業の内容及び営業の概況」について、
以下の内容に更新・訂正されます。
 
＜更新・訂正後＞

投資信託及び投資法人に関する法律に定める投資信託委託会社として、証券投資信託の設定を行うとと

もに、金融商品取引法に定める金融商品取引業者として当該証券投資信託および投資一任契約に基づき委

託された資産の運用（投資運用業）を行っています。また金融商品取引法に定める以下の業務を行ってい

ます。

・投資助言・代理業

・有価証券の募集もしくは売出しの取扱いまたは私募の取扱いに関する第一種金融商品取引業

・有価証券の募集もしくは売出しの取扱いまたは私募の取扱い、および証券投資信託の募集または私募

に関する第二種金融商品取引業

　　委託会社が設定・運用している投資信託は、平成30年２月末現在以下のとおりです（親投資信託は本数

のみ。）。

 本数 純資産額（百万円）

公募追加型株式投資信託 75 986,042
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公募単位型株式投資信託 － －

公募追加型債券投資信託 － －

公募単位型債券投資信託 － －

私募投資信託 59 3,501,813

総合計 134 4,487,855

親投資信託 52 －

（注）百万円未満は四捨五入
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３【委託会社等の経理状況】

 

＜訂正前＞

１．委託会社であるＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社（以下「当社」という。）の財務諸

表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）並びに同規則第２条の規定により、「金融商品取引業等に関する内閣府令」

（平成19年内閣府令第52号。以下「金融商品取引業等に関する内閣府令」という。）に基づいて作成し

ております。

　　なお、財務諸表の記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

 

２．当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第27期事業年度（平成28年４月１日から

平成29年３月31日まで）の財務諸表について、ＰｗＣあらた有限責任監査法人により監査を受けており

ます。

 

＜訂正後＞

１．委託会社であるＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社（以下「当社」という。）の財務諸

表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）並びに同規則第２条の規定により、「金融商品取引業等に関する内閣府令」

（平成19年内閣府令第52号。以下「金融商品取引業等に関する内閣府令」という。）に基づいて作成し

ております。

　　また、当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52

年大蔵省令第38号）並びに同規則第38条及び第57条に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」

に基づいて作成しております。

　　なお、財務諸表及び中間財務諸表の記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

 

２．当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第27期事業年度（平成28年４月１日から

平成29年３月31日まで）の財務諸表について、ＰｗＣあらた有限責任監査法人により監査を受けており

ます。

　　また、第28期中間会計期間（平成29年４月１日から平成29年９月30日まで）の中間財務諸表について

は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、ＰｗＣあらた有限責任監査法人により中間監査

を受けております。

 

 

　原届出書「第三部　委託会社等の情報　第１　委託会社等の概況　３　委託会社等の経理状況」につい

て、以下の中間財務諸表が追加されます。

 

＜追加＞
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中間財務諸表

(1）中間貸借対照表

  
第28期中間会計期間末
（平成29年９月30日）

資産の部

区分
注記
番号

内訳 金額 構成比

  （千円） （千円） （％）

流動資産     

現金及び預金   9,581,999  

前払費用   62,102  

未収入金   22,393  

未収委託者報酬   2,227,564  

未収収益   1,319,520  

関係会社短期貸付金   3,753,000  

その他   7,722  

流動資産計   16,974,304 84.8

固定資産     

投資その他の資産   3,049,544  

関係会社株式  60,000   

投資有価証券  2,345,886   

敷金保証金  568,627   

前払年金費用  55,530   

その他  19,500   

固定資産計   3,049,544 15.2

資産合計   20,023,848 100.0
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第28期中間会計期間末
（平成29年９月30日）

負債の部

区分
注記
番号

内訳 金額 構成比

  （千円） （千円） （％）

流動負債     

預り金   89,221  

未払金   1,693,404  

未払手数料  1,077,792   

その他未払金 ※１ 615,612   

未払費用   579,092  

未払法人税等   415,840  

賞与引当金   1,174,284  

役員賞与引当金   29,581  

流動負債計   3,981,424 19.9

固定負債     

長期未払金   287,017  

賞与引当金   516,368  

役員賞与引当金   262,942  

繰延税金負債   5,701  

固定負債計   1,072,029 5.3

負債合計   5,053,454 25.2
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第28期中間会計期間末
（平成29年９月30日）

純資産の部

区分
注記
番号

内訳 金額 構成比

  （千円） （千円） （％）

株主資本     

資本金   2,218,000  

資本剰余金   1,000,000  

資本準備金  1,000,000   

利益剰余金   11,739,480  

利益準備金  33,676   

その他利益剰余金     

繰越利益剰余金  11,705,803   

株主資本計   14,957,480 74.7

評価・換算差額等     

その他有価証券評価差額金   12,914  

評価・換算差額等計   12,914 0.1

純資産合計   14,970,394 74.8

負債・純資産合計   20,023,848 100.0
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(2）中間損益計算書

  
第28期中間会計期間
（自平成29年４月１日
至平成29年９月30日）

区分
注記
番号

内訳 金額 百分比

  （千円） （千円） （％）

営業収益     

委託者報酬   5,647,543  

運用受託報酬   2,797,697  

業務受託報酬   483,755  

その他   204,119  

営業収益計   9,133,115 100.0

営業費用・一般管理費     

営業費用   4,053,570  

支払手数料  2,731,918   

調査費  970,987   

その他営業費用  350,664   

一般管理費   4,920,250  

営業費用・一般管理費計   8,973,821 98.3

営業利益   159,294 1.7

営業外収益 ※１ 23,965   

営業外収益計   23,965 0.3

営業外費用 ※２ 25,163   

営業外費用計   25,163 0.3

経常利益   158,096 1.7

税引前中間純利益   158,096 1.7

法人税、住民税及び事業税   506,933 5.5

中間純損失   △348,837 △3.8
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重要な会計方針

項目
第28期中間会計期間
（自平成29年４月１日
至平成29年９月30日）

１．有価証券の評価基準
及び評価方法

(1）関係会社株式
　移動平均法による原価法を採用してお
ります。

 (2）その他有価証券
 時価のあるもの
 　中間決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法により
処理し、売却原価は移動平均法により算
定）を採用しております。

２．引当金の計上基準 (1）賞与引当金
 　従業員に対する賞与の支給、及び親会

社の運営する株式報酬制度に係る将来の
費用負担に備えるため、当中間会計期間
に帰属する額を計上しております。

 (2）役員賞与引当金
 　役員に対する賞与の支給、及び親会社

の運営する株式報酬制度に係る将来の費
用負担に備えるため、当中間会計期間に
帰属する額を計上しております。

 (3）退職給付引当金
 　従業員に対する退職給付に備えるた

め、当中間期末における退職給付債務と
年金資産の見込額に基づき退職給付引当
金を計上しております。ただし、当中間
期末においては、年金資産の額が、退職
給付債務に未認識数理計算上の差異等を
加減した額を超過するため、資産の部に
前払年金費用を計上しております。

 　退職給付債務の算定にあたり、退職給
付見込額を当中間期末までの期間に帰属
させる方法については、期間定額基準に
よっております。

 　過去勤務債務については、その発生時
における従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数（８年）による定額法によ
り、発生した事業年度から費用処理して
おります。

 　数理計算上の差異は、その発生時にお
ける従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（８年）による定額法により按
分額を、それぞれ発生した翌事業年度か
ら費用処理することとしております。

３．その他中間財務諸表
作成のための基本と
なる重要な事項

消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は、
税抜方式によっております。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

第28期中間会計期間末
（平成29年９月30日）

※１　消費税等の取扱い

　仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺の

うえ、金額的重要性が乏しいため、流動負債

の「その他未払金」に含めて表示しておりま

す。

 

（中間損益計算書関係）

第28期中間会計期間
（自平成29年４月１日
至平成29年９月30日）

※１　営業外収益のうち主要なもの　　（千円）

受取利息　　　　　　　　　　　 7,003

※２　営業外費用のうち主要なもの　　（千円）

為替差損　　　　　　　　　　　21,098

 

（リース取引関係）

第28期中間会計期間末
（平成29年９月30日）

　オペレーティング・リース取引のうち解約不能

のものに係る未経過リース料は以下のとおりであ

ります。
　
１年以内 672,813 千円

１年超 1,682,788 千円

合計 2,355,602 千円
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（金融商品関係）

第28期中間会計期間末（平成29年９月30日）

金融商品の時価等に関する事項

①　平成29年９月30日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。なお、金額的重要性が低いと判断するものは次表には含めておりません。また、時価を把握

することが極めて困難と認められるものは次表には含めておりません（（注）２．参照）。

    （単位：千円）

  
中間貸借対照表
計上額

時価 差額

 (1）現金及び預金 9,581,999 9,581,999 －

 (2）未収委託者報酬 2,227,564 2,227,564 －

 (3）未収収益 1,319,520 1,319,520 －

 (4）関係会社短期貸付金 3,753,000 3,753,000 －

 (5）投資有価証券 2,345,886 2,345,886 －

 (6）敷金保証金 568,627 567,508 1,118

 資産計 19,796,599 19,795,480 1,118

 (1）未払手数料 1,077,792 1,077,792 －

 (2）その他未払金 615,612 615,612 －

 (3）未払費用 579,092 579,092 －

 (4）長期未払金 287,017 286,416 600

 負債計 2,559,513 2,558,913 600

 

（注）１．金融商品の時価算定方法

 

資産

(1）現金及び預金、(2）未収委託者報酬、(3）未収収益、及び(4）関係会社短期貸付金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。

 

(5）投資有価証券

　これらは投資信託であり、時価は市場価格に準ずるものとして合理的に算定された価額によってお

ります。

 

(6）敷金保証金

　敷金保証金の時価については、当該保証金の返還時期を基に、日本国債の利回りで割り引いた現在

価値により算定しております。

 

負債

(1）未払手数料、(2）その他未払金、及び(3）未払費用

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっ

ております。
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(4）長期未払金

　長期未払金の時価については、当該未払金の支払までの期間を基に、日本国債の利回りで割り引い

た現在価値により算定しております。

 

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

 

 （単位：千円）

 貸借対照表計上額

関係会社株式 60,000

　関係会社株式については、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積ることなどがで

きず、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、上表に含めておりません。

 

②　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等

を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

 

（有価証券関係）

第28期中間会計期間末（平成29年９月30日）

１．関係会社株式

　関係会社株式（貸借対照表計上額　60,000千円）については市場価格がなく、時価を把握することが極

めて困難と認められるものであることから、記載しておりません。

 

２．その他有価証券

    （単位：千円）

 種類
中間貸借対照表
計上額

取得原価 差額

中間貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの

その他
投資信託

2,345,868 2,327,250 18,618

中間貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの

その他
投資信託

18 20 △1

合計 2,345,886 2,327,270 18,616
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（セグメント情報等）

セグメント情報

　当社は、資産運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

関連情報

第28期中間会計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年９月30日）

 

１．サービスごとの情報

     (単位：千円）

 委託者報酬 運用受託報酬 業務受託報酬 その他 合計

外部顧客への売上高 5,647,543 2,797,697 483,755 204,119 9,133,115

 

２．地域ごとの情報

営業収益   (単位：千円）

日本 英国 その他 合計

6,755,530 958,767 1,418,817 9,133,115

（注）営業収益は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

  (単位：千円）

顧客の名称 営業収益 関連するセグメント

JPMorgan Asset
Management (UK) Limited

958,767 資産運用業

 

（１株当たり情報）

第28期中間会計期間
（自平成29年４月１日
至平成29年９月30日）

　
１株当たり純資産額 266,069円39銭

１株当たり中間純損失（△） △6,199円89銭
　
　なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金

額については、１株当たり中間純損失であり、ま

た、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

１株当たりの中間純損失の算定上の基礎
　
中間損益計算書上の中間純損失
（△）

△348,837千円

普通株主に帰属しない金額 －

普通株式に係る中間純損失
（△）

△348,837千円

普通株式の期中平均株式数 56,265株
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第２【その他の関係法人の概況】

１【名称、資本金の額及び事業の内容】

 

＜訂正前＞

（１）受託会社

①　名　　　称　　みずほ信託銀行株式会社

②　資本金の額　　247,369百万円（平成29年３月末現在）

（略）

 

（２）販売会社

名　　　　称
資本金の額

（平成29年３月末現在）
事業の内容

損保ジャパン日本興亜ＤＣ証
券株式会社

3,000百万円
金融商品取引法に定める第一種金
融商品取引業を営んでいます。

 

＜訂正後＞

（１）受託会社

①　名　　　称　　みずほ信託銀行株式会社

②　資本金の額　　247,369百万円（平成29年９月末現在）

（略）

 

（２）販売会社

名　　　　称
資本金の額

（平成29年９月末現在）
事業の内容

損保ジャパン日本興亜ＤＣ証
券株式会社

3,000百万円
金融商品取引法に定める第一種金
融商品取引業を営んでいます。
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独　立　監　査　人　の　中　間　監　査　報　告　書

 

  平成30年２月28日

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社  

 

 取　締　役　会　　御　中  

 

 ＰｗＣあらた有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 荒川　　進　　㊞

     

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山口　健志　　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンドの経理状況」

に掲げられているＪＰＭ日本中小型株ファンドの平成29年７月19日から平成30年１月18日までの中間計算期間の中間

財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益及び剰余金計算書並びに中間注記表について中間監査を行った。

 

中間財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を

作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成

し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査

を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して

投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画

を策定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。

　中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続

の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間

財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、

当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作

成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適

用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

中間監査意見

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、ＪＰＭ日本中小型株ファンドの平成30年１月18日現在の信託財産の状態及び同日をもって終了する中間計算

期間（平成29年７月19日から平成30年１月18日まで）の損益の状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。

 

利害関係

　ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会

計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

　（注）１．上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管し

ております。

２．XBRLデータは中間監査の対象には含まれていません。
 
　　次へ
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独　立　監　査　人　の　中　間　監　査　報　告　書

 

  平成29年12月８日

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社  

 

 取　締　役　会　　御　中  

 

 ＰｗＣあらた有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 荒川　　進

     

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山口　健志

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経理状

況」に掲げられているＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日ま

での第28期事業年度の中間会計期間（平成29年４月１日から平成29年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわ

ち、中間貸借対照表、中間損益計算書、重要な会計方針及びその他の注記について中間監査を行った。

 

中間財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を

作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成

し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査

を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して

投資者の判断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画

を策定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。

　中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続

の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間

財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、

当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作

成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適

用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

中間監査意見

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社の平成29年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了

する中間会計期間（平成29年４月１日から平成29年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

　（注）１．上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管し

ております。

２．XBRLデータは中間監査の対象には含まれていません。
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